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パブリックコメント手続きの実施結果について 

 

・案件名   伊東市公共経営改革大綱（案） 

・実施期間  平成２７年１２月１４日（木）から平成２８年１月１２日（火）まで 

・担当課   行政経営課 

・意見提出数 １人・１１件 

 

「伊東市公共経営改革大綱（案）」に対していただいたご意見と市の考え方 

No. 頁 意見内容 市の考え方 

１  前回（平成２４年～平成２７年）の大綱で、何が改革され、

何がまだ課題として残っているかが、今回の大綱を策定する

に際して整理されて明らかになっていません。そこのところ

を市民の皆さんに明らかにしなければ新たな改革にはつなが

らないと思います。従って、前回（平成２４年～平成２７年）

の大綱の総括（あるいは中間的な整理）を、今回の大綱に記載

すべきだと思います。 

 毎年、改革の進捗伏況を公開していると言うかもしれせん

が、毎年であるが故にそれは細切れであり、大事ではあります

が一つのデータに過ぎません。更なる公共経営の改革につな

げていくためには、これまでの改革は総括してどうだったか

ということを論じておく必要があると思います。 

 ご意見を踏まえ、「１ 策定の趣旨」の三段落目に、「前回（平

成２４年から平成２７年度まで）の大綱において、計画どおり

もしくはそれ以上に進捗している取組が６９．６％（平成２６

年度末現在）であり、本大綱の策定に当たり、取組が遅れてい

る事項を中心に内容を精査しました。さらに、これまで以上に

個別具体的な数値目標を設定し、進捗管理を図るとともに、Ｐ

ＤＣＡマネジメントサイクルにより毎年検証を行い、職員一

人一人が自覚を持って行財政改革に取り組み、その結果を市

民と共有していきます。」という表現を追加します。 

２ １ １ 策定の趣旨 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

・・・限られた財源・人材の中で、市民や地域等の様々な主体

の参画により、いかに効果的・効率的に行政サービスを提供す

るかという視点が重要となります。 

 市民参画を効果的、効率的な行政サービスの提供という視

点とは別に捉えることについては、「１ 策定の趣旨」の中で

「市民や地域等の様々な主体の参画により」と表現し、さらに

は「４ 施策の推進」の「３ 市民参画によるまちづくり」の

中で、「多くの市民が活動に加わり、主体的にまちづくりに参
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

さらには、協働による人々との支え合いと活気のある社会

づくりを希求し、真に改革された行政と参加意欲を持つ市民・

地域等との協働を追求しつつ、公共経営の主体たる市民の皆

さんが参画できる環境を整えることが重要になります。 

＊太字は、前回（平成 24年～平成 27 年） 

の大綱の「策定の趣旨」から整理して引用。 

＜理由＞ 

前回（平成２４年～平成２７年）の大綱の「策定の趣

旨」と違っている部分がありますが、特に市民等の位置づ

けに係る部分が相違していると思われます。 

即ち、今回の大綱の策定の趣旨では、効果的・効率的に

行政サービスを提供するについて、行政職員だけでは、ま

た公金だけでは難しくなってきているので、それを補う意

味で、市民等の参画が必要になる、という論理になってい

ます。 

それはそれで大事だと思いますが、効果的、効率的な行

政サービスの提供という視点とは別に、根本原則として、

公共経営には経営の主体たる市民等の参画が大事であると

いう視点、哲学も大事だと思います。 

前回（平成２４年～平成２７年）の大綱の「策定の趣

旨」には、そこのところが表現されていたと理解できます

ので、その部分は前回を踏襲すべきだと思います。 

画することができる環境づくりを進める」と表現することに

より、公共経営の主体の１つである市民が主体的にまちづく

りに参画できるよう、引き続き積極的に取り組むことを示し

ています。 
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

３ １ ２ 公共経営改革が目指す姿 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

・・・ 

○市民参画によるまちづくり 

○市民の信頼に応える行政運営 

○健全な財政運営＊序列を第 4 次総合計画に合わせる 

＊序列を第四次総合計画に合わせる 

＜理由＞ 

前回（平成２４年～平成２７年）の大綱と比べて、表現が違

います。第四次総合計画の施策の「目標」と「項目」を入れ替

えただけで中身が違う訳ではないと思いますが、表現を違え

たことが何を意味するのか判然としません。 

それはともかくとして、第四次総合計画では、施策の「項目」

に番号をつけて記載に序列を与えている訳ですから、そして、

改革大綱は、第四次総合計画を実現していくために策定する

訳ですから、この際、大綱に記載の施策「項目」の順序も第四

次総合計画の序列に合わせるべきだと思います。 

本大綱は、人口減少や少子高齢化が進行し、地方財政も依然

として厳しい状況にある中で、多様化し増大する行政需要に

的確に対応し、質の高い公共サービスを効率的かつ効果的に

提供するため、行財政改革を進めることにより、財源を生み出

すとともに、限られた財源・人材の中で、市民や地域等の様々

な主体の参画により、効果的・効率的に行政サービスを提供す

ることを主眼に策定しているため、「市民の信頼に応える行政

運営」、「健全な財政運営」、「市民参画によるまちづくり」の序

列としています。 

４ ３ ４ 施策の推進 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

指標 現状 

（平成２４年度 

～平成２７年度） 

目標 

（平成２８年度 

～平成３２年度） 

・・・ ・・・ ・・・ 

・・・ ・・・ ・・・ 

 

 本大綱における「現状」、「目標値」は、累計値でなく、年度

（時点）で設定し、それぞれ具体的な年度（時点）を記載して

います。 

 なお、累計値を設定している指標については、「現状（平成

２４年度から平成２７年度累計）」、「目標（平成２８年度から

平成３２年度累計）」と表記し、他の指標と区別しています。 
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

＜理由＞ 

 表中、「指標」に対して「目標」(平成３２年度)が示され

ていますが、前回の大綱の平成２４年度からの累計値なの

か、今回の大綱の期間(平成２８年度～平成３２年度)の値

なのか判然としません。「現状」(平成２７年度)の数値から

推測すると、それぞれ改革大綱の期間の累計だと思われま

すので、そこを明確に標記した方が分かり易いと思います。 

５ ３ ４ 施策の推進 

１ 市民の期待に応える行政運営 

１ ＩＴＯシステムの更なる進展 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

 実施項目 主な指標 

１ ・・・ 

（パブリックコメント） 

調査票回収率 

提出意見数 

２ ・・・ 懇談会実施回数 

見直し件数（新規を含む） 

＜理由＞ 

パブリックコメントに係る指標がありませんので、「提 

出意見数」と追加記載すべきです。 

会議の開催回数はアウトプットに過ぎません。アウトカ

ム(成果・効果)を図る指標としては不十分です。会議の内容

を指標化するのは難しいと思いますが、実施項目が「政策の

検討強化」ですから、「見直し件数(新規を含む)」を指標に

追加記載してはいかがでしょうか。 

 ご提案のとおり、「パブリックコメントの意見件数」を、主

な指標として設定します。 

 また、１「ＩＴＯシステム」の更なる進展における指標とし

て「事務事業の整理合理化による見直し件数」、「各会計予算に

おける新規事業件数」を掲げ、進捗状況を管理していきます。 
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

６ ４ ４ 施策の推進 

１ 人事管理、給与制度の体系的整理、民間への業務移管の

推進及び研修制度の充実 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

指標 現状 目標 

職員定数 ・・・ 

 

６７５人 ※１ 

（平成３２年４月１日） 

＊１ 平成２８年度消防広域化に伴う派遣職員(１０５人)を

含む 

＜理由＞ 

 消防広域化に伴う派遣職員(１０５人)は、伊東市職員の

身分を失う訳ではありません。予算上の項目はいずれにせ

よ、派遣職員の実質人件費は伊東市が負担する訳ですから、

どうして職員定数から除く必要があるのでしょうか。数字

を明記して、職員定数にカウントすべき性格のものです。 

 消防広域化に伴う派遣職員は、伊東市職員定数条例の「職員

定数」から外れること、派遣職員を除いた実質職員定数の増減

を指標として捉えることができる利点があることから、派遣

職員を含まない数値を指標（目標値）として設定しています。 
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

７ ５ ４ 施策の推進 

 ２ 健全な財政運営 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

「市の財政の健全な運営(満足度)」・・・ 

経常収支比率８５．０% (Ｈ２６年度８６．１％)  

市民の収納率８６．０% (Ｈ２６年度８２．７％) 

＜理由＞ 

財政健全化は、アンケート調査による市民の感想も大事

ですが、明確な数値で示されるべきものです。次の「具体的

な方策」の項に、指標と目標を示している訳ですから、ここ

では、合わせてそのことを記載すべきです。アンケート調査

の数値だけを目標値にするとアバウトな財政運営をするよ

うなイメージになります。 

 本大綱においては、各実施事項について進捗状況等を詳細

に管理するとともに、成果を指標により評価することとして

います。さらに、最終的に目標値を市民の満足度等で捉えるこ

とで、行政のみの一方的な評価でなく、市民の皆さんにも評価

していただくといった体系となっています。 

８ ６ ４ 施策の推進 

 ２ 健全な財政運営 

  ２ 公共施設等総合管理計画の推進 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

指標 目標 

公共施設除却件数 ５件 ※１ 

＊１ 「000」「000」「000」「000」「000」を予定する。 

＜理由＞ 

 この場合、他の目標数値を違って、5 件という数字を出す

時点で具体的な施設名を予定している訳ですから、注書き

で、具体名を列挙しておくべきです。そうした方が市民と行

政の情報共有ができると思います。 

 大綱については、本市の行財政改革に係る全体の方向性を

示すものであり、各方策における詳細な実施事項については、

別途「実施概要」を作成し、進捗状況を管理していくこととす

るため、具体的な施設については「実施概要」に記載していき

ます。 
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

９ ６ ４ 施策の推進 

 ３ 市民参画によるまちづくり 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

 ・・・市民の意見や提案をこれまで以上に反映し、事業を展

開していくために、多くの市民が活動に加わり、主体的にまち

づくりに参画することができる環境づくりを進めます。 

さらには、公共経営の主体は市民の皆さんであるという視

点を一層明確に位置づけます。 

＜理由＞ 

 効果的、効率的な公共経営をするために、主体的な市民の

参画が大事であるという視点とは別に、市民こそが公共経

営の主体であるという視点が大事だと思います。このこと

は、伊東市における公共経営改革の核心の一つだと考えま

すので、文言として明示をすべきだと思います。 

 市民が公共経営の主体であるという視点については、「４ 

施策の推進」の「３ 市民参画によるまちづくり」の中で、「多

くの市民が活動に加わり、主体的にまちづくりに参画するこ

とができる環境づくりを進める」と表現する等により、公共経

営の主体の１つである市民が主体的にまちづくりに参画でき

るよう、引き続き積極的に取り組むことを示しています。 

１０ ７ ４ 施策の推進 

 ３ 市民参画によるまちづくり 

  ２ 市民との情報共有化の推進 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

市民の意見や創意をまちづくりにいかすために、市政情

報をわかりやすく市民に伝えるとともに、会議記録や統計

データなど素情報を可能な限り詳しく提供します。 

また、市民からの意見を広く聴くことに努めるなど、広

報・公聴の充実を図り、市民との情報共有を推進します 

 

 

「新規の情報提供項目数」を指標化することは考えていま

せんが、「会議記録や統計データなどの素情報の提供」につい

ては、「市政をわかりやすく市民に伝える」方策の具体的な提

案の１つとして捉え、今後の行政運営の参考とさせていただ

きます。 
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

 

指標 目標 

市からの情報提供 ７０．０％ 

新規の情報提供項目数 ※適宜記載する 

＜理由＞ 

市でわかりやすく情報を加工した上で提供することも大

事ですが、インターネットを使えば大量データの提供も物

理的に可能ですから、市民の皆さんが公共経営の主体とし

て色々なことを検討できる素情報の提供は、公共経営改革

の核心の一つだと思います。 

＊統計データは現在も提供されていますが、既に国から

RESAS の提供がされていることから、本市固有のより詳し

いデータの提供が必要だと思います。(例 大字別人口動態

の推移) 

情報共有化の指標は、満足度だけで満足していてはいけ

ないと思います。せっかく市民の皆さんからも色んな事業

提案などをしてもらおうと言っているのですから、新規に

情報提供する項目の数も指標すべきです。 
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No. 頁 意見内容 市の考え方 

１１ ７ ４ 施策の推進 

 ３ 市民参画によるまちづくり 

  ２ 市民との情報共有化の推進 

＜意見＞（下線部分を追加する） 

 実施事項 主な指標 

１ 市ホームページ 

各種審議会会議録の提供 

詳細統計データの提供 

・・・ 

２ ・・・ ・・・ 

パブリックコメントの 

件数 

＜理由＞ 

各種審議会会議記録及び詳細統計データの提供は市民の

皆さんとの情報共有において極めて大事だと思います。い

ずれもホームページ閲覧件数で計測することができます。 

パブリックコメントは、公聴事業の重要な柱の一つです。

欄は「主な指標」といえ、これを記載しなかったら、情報共

有の推進が軽く見えてしまいます。 

 「各種審議会会議記録の提供、詳細統計データの提供」につ

いては、「市政をわかりやすく市民に伝える」方策の具体的な

提案の１つとして捉え、今後の行政運営の参考とさせていた

だきます。 

 「パブリックコメントの件数」については、№５の回答のと

おり対応します。 

 


